
第１７期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

＜事業報告＞
●業務の適正を確保するための
体制及び運用状況

＜計算書類＞
●連結注記表
●個別注記表

株 式 会 社 ス マ レ ジ

上記各事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための当社の内部統制システムに関する基本方針を
次のとおり決議しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、かつ企業倫理の遵守及び社会的責任を果
たすため、当社は「スマレジ企業倫理行動指針」及び「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び
使用人に周知徹底させる。また、コンプライアンス上の重要な問題を審議するために、代表取締役を
委員長とするコンプライアンス委員会を設置することにより、コンプライアンス体制の構築、維持を
図り、法令等に違反する行為、違反の可能性のある行為又は不適切な取引を未然に防止し、取締役及
び使用人の法令遵守体制の強化を図る。

② 当社は、法令や社内諸規程等に反する疑いのある行為等を従業員が通報するための内部通報制度を設
置するとともに「内部通報規程」を定め、法令や社内諸規程等に反する行為等を早期に発見し、是正
するとともに、再発防止策を講じる。

③ 内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づく内部監査を通じて、各部門のコンプライアンスの状況、
法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、定期的に取締役及び監査役会に報告する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」、「情報セキュリティ規程」、「個人情報保
護規程」の諸規程に基づき、保存媒体に応じて秘密保持に万全を期しながら、適時にアクセス可能な
検索性の高い状態で保存・管理する体制を確立する。

② 取締役は、常時これらの保存文書等を閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の当社経営に重大な影響及び損
失を及ぼす危険を、全社横断的に把握し、適正に管理・対処していくため、「リスク管理規程」を定
め、取締役及び使用人に周知徹底する。

② 経営危機が発生したときには、リスクを総合的に認識・評価・管理する組織体として、代表取締役を
本部長とする「対策本部」を直ちに設置し、会社が被る損害を防止又は最小限に止める。

③ 事業活動に伴う各種のリスクについては、それぞれの主管部門及び各種のリスクを管理する規程を定
めて対応するとともに、必要に応じて専門性を持った会議体で審議する。主管部門は、関係部門等を
交えて適切な対策を講じ、リスク管理の有効性向上を図る。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を月１回定時に開催するほ
か、必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。また、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要
事項についても、必要に応じて各部門責任者から報告を求め、個別事項の検討を進め、最終的には取
締役会の審議を経て、法令で定められた決議事項のほか、取締役の職務執行が効率的に行われるよう
適時に経営に関する重要事項を決定・修正するとともに、取締役会を通じて個々の取締役の業務執行
が効率的に行われているかを監督する。

② 「取締役会規程」、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」を定めることにより、取締役
と各部署の職務及び責任の明確化を図る。また、「取締役会規程」及び「職務権限規程」により、取
締役会に付議すべき事項、各取締役で決裁が可能な範囲を定め、取締役の職務の執行が効率的に行わ
れる体制とする。

③ 迅速な経営判断と業務執行を行う体制として、各部門に担当取締役を置く。担当取締役は、担当部門
の管理責任を負うとともに、取締役会決議事項の進捗管理を行う。

５．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
子会社の業務に関する重要な情報については、報告責任のある取締役が定期的又は適時に報告して、
取締役会において情報共有ならびに協議を行う。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、子会社を管理する主管部門を「関係会社管理規程」において管理部と定め、子会社の事業運
営に関する重要な事項について、管理部は子会社から適時に報告を受ける。また、当社及び当社の子
会社のリスク管理について定める「リスク管理規程」を策定し、同規程に従い、子会社を含めたリス
クを統括的に管理する。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は必要に応じて、当社の取締役及び使用人の中から相応しい者を、子会社の取締役として任命・
派遣し、各社の議事等を通じて、当社及び当社の子会社全体の業務の適正な遂行を確保できるように
する。

④ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア 当社及び当社の子会社全体として、企業倫理遵守に関する行動をより明確に実践していくため、
「企業倫理行動指針」を当社のみならず当社の子会社においても適用し、当社及び当社の子会社の
取締役及び使用人に周知徹底させる。

イ 内部監査担当者は、当社及び当社の子会社の内部監査を実施し、業務の適正性を監査する。内部監
査の結果は、取締役及び監査役に報告する。
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⑤ その他の企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社及び当社の子会社は、経営の自主性及び独立性を保持しつつ、当社の親会社及び親会社の子会社
（以下「親会社等」という）を含む企業集団全体の経営の適正かつ効率的な運営に貢献するため、ま
た、グループ経営の一体性確保のため、親会社の指揮のもと、当社経営陣と親会社等経営陣による連
絡会議を定期的に行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項
① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役の職務を補助すべき者として
相応しい者を任命することとする。監査役補助者の職務の独立性・中立性を担保するため、監査役補
助者の選定、解任、人事異動、賃金等については全て監査役会の同意を得た上でなければ取締役会で
決定できないものとするとともに、監査役補助者の評価は監査役が独自に行うものとする。

② 監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務してはならない。
③ 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令に従うものとし、その旨を当社の役員及び使
用人に周知徹底する。

７．取締役及び使用人等が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制及び監査
役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社の取締役及び使用人並びに当社の子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の業務又は業績に
影響を与える重要な事項については、速やかに監査役会に報告する体制を整備する。

② 重要な意思決定の過程及び業務の執行体制を把握するため、常勤監査役は取締役会のほか、重要な会
議に出席する。また、監査役会から要求のあった文書等は随時提供する。

③ 監査役会への報告を行った当社及び当社の子会社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理
由に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社の子会社の役員及び使用人に周知徹底
する。

④ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は債務の処理に係る請求をしたときは、担当
部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認め
られた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

８．財務報告の信頼性を確保するための体制
① 適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を向上させるため、「経理規程」等の経理業務に関する
規程を定めるとともに、財務報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。

② 内部監査担当者は、財務報告に係る内部統制について監査を行う。監査を受けた部門は、是正、改善
の必要があるときには、その対策を講ずる。
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９．反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
① 当社は、「スマレジ企業倫理行動指針」に基づき、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力及び団体とのいかなる関係も排除し、取締役及び使用人の意識向上を図るとともに、「反社会的勢
力対応マニュアル」を定め、取引先の選定にあたっては、可能な限り情報を収集し、反社会的勢力及
び団体との無関係性を確認する。

② 反社会的勢力及び団体に対処するにあたっては、所轄警察署、公益財団法人大阪府暴力追放推進セン
ター、顧問弁護士等外部の専門機関とも連携を取りつつ、不当要求等に対しては毅然とした姿勢で組
織的に対応する。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記に掲げた業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

１．当社では、取締役及び監査役全員出席のもと、原則月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取
締役会を開催しており、取締役会においては権限に基づいた意思決定の他、業績の進捗状況、その他の
業務上の報告を行い情報の共有を図っております。
当事業年度におきましては、取締役会を15回開催しております。

２．監査役会は、原則月１回の定時監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催し、監査計画の策
定、監査実施状況等、監査役相互の情報共有を図っております。なお、監査役は、取締役会及びその他
重要な会議に出席するほか、監査計画に基づき重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査手続を通し
て、経営に対する適正な監視を行っております。また、内部監査人及び監査法人と緊密な連携をとり、
監査の実効性と効率性の向上に努めております。

３．当社のリスク管理体制としては、取締役会並びに適宜行われる社内報告会を通して代表取締役をはじ
め、取締役が情報の収集、共有を図ることでリスクの早期発見と未然防止に努めております。特にコン
プライアンスに関しては、代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を適宜開催し、委員会で
の議論の内容については、従業員への啓蒙活動等を行っております。なお、コンプライアンス体制の確
立・強化のため弁護士と顧問契約を締結し、内容に応じてそれぞれ適宜アドバイスやチェックの依頼を
行っております。

（３）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、経営成績及び財政状態を勘案して、株主への利益還元を実現することを基本方針としており

ます。しかしながら、当社は成長過程にあるため、将来の事業展開と財務体質の強化に必要な内部留保の
確保を優先し、創業以来無配としてまいりました。
当事業年度においても、引き続き当社が成長過程にあると認識していることから、今後の事業拡大のた

めの新規投資等に資金を充当するため、内部留保の確保を優先し、無配とさせていただきます。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 １社

主要な連結子会社の名称 株式会社ロイヤルゲート
当連結会計年度において、株式会社ロイヤルゲートの株式を取得し、子会社化したことにより、同社
を連結の範囲に含めております。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社ロイヤルゲートの決算日は３月31日であります。
ロイヤルゲート株式のみなし取得日を2021年12月31日としており、かつ連結決算日との差異が３か

月を超えないことから、当連結会計年度は株式会社ロイヤルゲートの2022年１月１日から2022年３月
31日までの３ヶ月間を連結しています。

（３）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ア その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

イ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア 有形固定資産
主として定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５～15年
工具、器具及び備品 ４～15年

イ 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。
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③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

クラウドサービス事業
クラウドサービス事業においては、はじめに当社のクラウドサービスを利用するために必要な商品の

販売を行っており、このような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識して
おります。また、クラウドシステムの提供については、提供期間にわたって収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（１）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、収益認識会計基準等の適用による連結計算書類に与える影響はありません。

（２）時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴う会計上の見積り）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について、当連結会計年度の業績には大きな影響は出ており
ませんが、本感染症は経済、企業活動に多大な影響を与えるものであります。
当社グループは、当該影響が翌連結会計年度の一定期間にわたり継続するものの、その後ゆるやかに回復
する仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っておりますが、今後の新型コロナウ
イルス感染症の収束時期及び状況によっては、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において重要な影響を与
える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 159,953千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,633,000株

（２）当連結会計年度の末日の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる
株式の種類及び数
普通株式 89,800株

６．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に関する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等リスクの少ない安全性の高い金融資産で運用して
おります。また、投機的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、販売代金の回収を委託している取引先の信用リスクに晒されております。
敷金は、主にオフィスの賃貸契約に基づくものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金等は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ 信用リスクの管理
当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、管理部が取引先の状況を定期的にモニタリング
し、得意先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、適切に表示
しております。
ⅱ 市場リスクの管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されておりますが、市場の金利動向に留意しながら
資金調達をしております。
ⅲ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社は、手元流動性の維持を目的として当社管理部において年次予算を基礎に予実分析を行うととも
に、手元資金の残高推移を月次ベースで定期検証し、取締役会への報告を行うことで、流動性リスクを
管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
2022年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額9,990千円）は、次表には含まれておりません
（（注）を参照ください。）。
また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しております。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

敷金 191,932 192,034 102
資産計 191,932 192,034 102

（注）市場価格のない株式等

区分
連結貸借対照表

計上額
（千円）

非上場株式 9,990

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
該当事項はありません。
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金 192,034 192,034

資産計 192,034 192,034

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
敷金
これらの時価は、契約ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割
り引いた現在価値で評価しており、レベル２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

報告セグメント
クラウドサービス事業

(千円)
サービス別
クラウドサービス月額利用料等 2,421,291
クラウドサービス関連機器販売等 1,857,826
その他 17,728
顧客との契約から生じる収益 4,296,845
外部顧客への売上高 4,296,845

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権 398,999千円

契約負債 298,988千円
契約負債は、主に初期費用及び保守契約サービスに関するものであります。契約負債は収益の認識に伴
い取り崩されます。
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当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、164,152千
円であります。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（又は部分的に充足)した履行義務から認
識した収益の額に重要性はありません。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を
適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（１） １株当たり純資産額 220円98銭
（２） １株当たり当期純利益 28円66銭

（注）当社は、2021年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割
については、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たりの当期純利益を算
定しております。

９．重要な後発事象に関する注記
当社は、2022年６月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用
される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

（１）自己株式の取得を行う理由
資本効率の機動化および役職員向けのインセンティブプランとしての活用を目的として自己株式の取得
を行うものです。

（２）取得に係る事項の内容
① 取得する株式の種類：当社普通株式
② 取得し得る株式の総数：390,000株（上限）[発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.00
％]

③ 株式の取得価額の総額：５億円（上限）
④ 株式を取得する期間：2022年６月14日から2022年８月31日まで
⑤ 株式の取得方法：東京証券取引所における市場買付け



― 11 ―

（３）取得に係る事項の内容
上記取締役会決議に基づき2022年６月14日から2022年６月17日（取得終了）までに取得した自己株
式
取得した株式の総数 390,000株
株式の取得価額の総額 447,727千円

10．企業結合に関する注記
取得による企業結合
当社は、2021年12月８日開催の取締役会において、株式会社ロイヤルゲートの株式を99.9％取得し子会
社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。また、2021年12月22日付で株式を取
得いたしました。

① 企業結合の概要
ア 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社ロイヤルゲート
事業の内容 マルチ決済サービスの開発、提供

イ 企業結合を行った主な理由
当社がこれまで展開してきた「スマレジペイメント」は代理店業務という立場をとってきました。こ

のたびそのクレジットカード決済におけるサプライチェーンを見直し、自前の決済システムを保有する
ことを決断いたしました。
これにより、刻々と変化する現場のニーズに柔軟に対応したサービス展開を行えるようになると同時

に、当社内に決済事業専門の組織を保有することでスピーディかつ大規模に販売展開することができ、
トランザクションベースの売上拡大が見込めます。
今回、子会社となるロイヤルゲートは、シンクライアント型マルチ決済端末、iOS・Android・

Windows APPに対応したアプリケーション、クラウド型の決済処理センターからなる「マルチ決済プ
ラットフォーム」である「PAYGATE」を開発・販売しております。
まずは「PAYGATE」を当社が提供するクラウドPOSレジ「スマレジ」や関連サービスと密接に連携

させ、導入店舗と消費者の双方にとって便利でシームレスなキャッシュレス決済を実現しつつ、店頭決
済のみならずオンライン決済領域までをカバーするあらたな決済サービスの実現を目指して参ります。

ウ 企業結合日
2021年12月22日

エ 企業結合の法的形式
株式取得

オ 結合後企業の名称
変更はありません。
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カ 取得した議決権比率
99.9％

キ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

② 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
株式会社ロイヤルゲートの決算日は３月31日であります。
ロイヤルゲート株式のみなし取得日を2021年12月31日としており、かつ連結決算日との差異が３か

月を超えないことから、2022年１月１日から2022年３月31日までの業績を当連結会計年度に係る連
結損益計算書に含めております。

③ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 1,720千円

取得原価 1,720千円

④ 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 167千円

⑤ 発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因
ア 発生した負ののれん発生益の金額
167,055千円

イ 発生原因
企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として計上してお
ります。

⑥ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 217,669千円

固定資産 10,551千円

資産合計 228,221千円

流動負債 59,436千円

負債合計 59,436千円
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方

① その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品
移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
主として定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ５～15年
工具、器具及び備品 ４～15年

② 無形固定資産
定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

（３）引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務及び当該履行義務を充足す
る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
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クラウドサービス事業
クラウドサービス事業においては、はじめに当社のクラウドサービスを利用するために必要な商品の販

売を行っており、このような商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点で収益を認識しており
ます。また、クラウドシステムの提供については、提供期間にわたって収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
（１）収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、収益認識会計基準等の適用による計算書類に与える影響はありません。

（２）時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。
なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報
「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 131,475千円

（２）関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 200,232千円
短期金銭債務 462千円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
販売費及び一般管理費 420千円
営業取引以外の取引高（収入分） 4,852千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当事業年度の末日における発行済株式数

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 9,780,900 9,852,100 － 19,633,000
（変動事由の概要）
増加数の内訳は、次のとおりであります。
株式分割による増加 9,793,300株
新株予約権の行使による増加 58,800株

（２）当事業年度の末日における自己株式数
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式（株） 73,964 65,173 9,100 130,037
（変動事由の概要）
増減数の内訳は、次のとおりであります。
株式分割による増加 64,906株
単元未満株式の買取り請求による増加 267株
譲渡制限付株式報酬による減少 9,100株

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
資産除去債務 25,792千円
支払手数料 11,676千円
合併受入資産評価差額 9,635千円
投資有価証券評価損 9,196千円
その他 33,296千円
繰延税金資産小計 89,596千円
評価性引当額 △23,789千円
繰延税金資産合計 65,807千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △10,941千円
繰延税金負債合計 △10,941千円
繰延税金資産純額 54,865千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員 宮﨑 龍平 （被所有）
直接 0.37％ 当社取締役 ストックオプション

の権利行使（注） 11,900 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 2018年10月31日開催の臨時取締役会の決議に基づき発行したストック・オプションの当事業年度にお

ける権利行使を記載しております。なお、取引金額は、当事業年度におけるストック・オプションの権利
行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。

９．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表 （収益認識に関する注記）」
に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 215円19銭
（２）１株当たり当期純利益 22円86銭
（注）当社は、2021年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割に

ついては、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たりの当期純利益を算定してお
ります。

11．重要な後発事象に関する注記
「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

12．企業結合に関する注記
「連結注記表（企業結合に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

13．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。


